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イベント概要 

 

[企業名]  ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人 

 

[企業 ID]  3487 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  第 20 期（2026 年 6 月期）決算説明会 

 

[決算期]  2026 年 6 月期 

 

[日程]   2026 年 8 月 19 日 

 

[ページ数]  24 

  

[時間]   15:30 – 16:05 

（合計：35 分、登壇：30 分、質疑応答：5 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  2 名 

ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社 取締役会長 

    伊藤 毅（以下、伊藤） 

ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社 代表取締役社長 

    岡 武志（以下、岡） 
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[アナリスト名]* みずほ証券   大畠 陽介 

 

*質疑応答の中で発言をしたアナリスト、または質問が代読されたアナリストの中で、

SCRIPTS Asia が特定出来たものに限る 
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登壇 

 

司会：皆様、お待たせいたしました。定刻になりましたので、これよりＣＲＥロジスティクスファ

ンド投資法人、第 20 期決算説明会を開催いたします。本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にあ

りがとうございます。また、日頃より、本投資法人の運営にご支援いただき、心より感謝申し上げ

ます。 

昨日公表しました通り、昨日付でＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社の社長が交代いたしまし

た。本日は取締役会長 伊藤毅と、代表取締役社長 岡武志からご説明した後、質疑応答の時間を設

けております。皆様からご質問の意思表示をしていただき、ミュートを解除し、ご発言いただく流

れとなります。 

ライブ配信での開催となり、通信環境が不安定になる場面もあるかもしれませんが、ご容赦くださ

いますよう、よろしくお願い申し上げます。本説明会の内容は、質疑応答も含めて録画し、後日ホ

ームページに掲載いたしますので、あらかじめご了承ください。お電話でご参加の方は、本投資法

人のホームページに決算説明資料を掲載しておりますので、併せてご覧ください。 

それでは皆様へご説明申し上げます。 

伊藤：ＣＲＥリートアドバイザーズの伊藤でございます。本日はＣＲＥロジスティクスファンド投

資法人の第 20 期決算説明会をご視聴くださり、誠にありがとうございます。本投資法人は 6 月末

をもちまして、第 20 期決算を滞りなく締めることができました。これも関係者の皆様のご支援の

賜物と深く感謝申し上げます。 

なお、昨日公表いたしました通り、ＣＲＥリートアドバイザーズの代表取締役社長を後任の岡武志

に引き継ぎました。また、9 月に開催予定の投資主総会をもちまして、投資法人の執行役員として

の任期を満了し、こちらも総会で選任されることが前提となりますが、岡に引き継ぐ予定でおりま

す。これまで賜りましたご支援に、改めて感謝を申し上げます。 

本日は説明会資料に基づきまして、私からご説明を差し上げた後に、新社長である岡武志よりご挨

拶をさせていただきます。その後、質疑応答の流れで進めさせていただきますので、よろしくお願

いいたします。 
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それでは早速ご説明を始めさせていただきます。1 ページの目次をご覧ください。 

本日のご説明は、第 1 章の運用ハイライトを中心にご説明し、皆様のご関心が強いと思われる第 3

章の市場環境について簡単に言及したいと思います。 
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それでは 2 ページより、第 1 章の運用ハイライトについてご説明を申し上げます。 

右下 3 ページをご覧ください。 

本投資法人は、2025 年に資本コストを意識した運用の取り組みとして、各施策を進めてまいりま

した。残念ながら、経営目標として設定した ROE7%につきましては、直前期である 26 年 6 月期

には空室の発生もあり、再び割り込んでしまいました。 

今期、26 年 12 月期に入りまして、もう 1 区画の空室が発生し、今期におきましても下落が予想さ

れています。この 2 区画のテナントの埋め戻しを最優先事項の課題として取り組み、ROE を早期

の 7%水準までの回復に取り組んでまいります。 

ページ右側には本投資法人が取り組んできた施策を列記しております。このうち、ブルーでハイラ

イトした物件の売却に関しましては、まず、昨年 8 月に公表したロジスクエア狭山日高の準共有持

分 40%の分割売却と、厚木飯山南工場(底地)の分割取得に関しましては、2026 年に入り、着実に

実行に移しております。 

また、新たな取り組みとして、ロジスクエア狭山日高の残り 60%の準共有持分については、売却

活動に着手いたしました。これらの詳細な説明については、5 ページ、6 ページで申し上げます。 



 
 

 

 

 

 
6 

 

信用力の向上の観点では、JCR より格付を受けている信用格付について、AA-へ向上が図られまし

た。 

本投資法人は常に賃料増額、それに伴う賃貸事業損益の引き上げに取り組んでおりますが、それら

内部成長に加えて、物件の売却による売却益の計上、より収益性の高い資産の取得による収益性の

向上に取り組み、継続的な DPU 成長を実現し、資本市場から本投資法人に対する期待成長率を再

び向上させたいと考えています。 

 

4 ページをご覧ください。 

先ほど申し上げました通り、経営目標である ROE7%については再び割り込んでおりますので、こ

ちらを早期に回復させる必要があります。 

ROE の分子にあたる FFO に関しましては、直前期である 2026 年 6 月期に 1 区画の空室が発生し

たこと、さらに、現在進行している 26 年 12 月期において、もう 1 区画の空室が発生しましたの

で、2025 年 12 月期より 2 期連続して減少する見込みです。これら 2 区画のテナント埋め戻しを

早期に実現したいと考えています。 
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ROE の分母に関しましては、継続的に実施してきた自己投資口取得、その後の消却と、投資主還

元の一環で行っている利益超過分配により、適切な圧縮、資本効率が向上しておりますが、いかん

せん分子の FFO を回復させないことには、ROE の回復は見込めませんので、こちらを最優先に取

り組んでまいります。 

 

続きまして 5 ページ、ロジスクエア狭山日高の今後の運用方針についてご説明を申し上げます。 

空室が発生し、安定稼働まで一定の期間を要する見込みであることから、追加売却を検討し、その

後売却活動に着手しております。2025 年 2 月の決算公表時において、物件売却・入替に対する考

え方を公表し、2026 年までに資産規模の 5～10%を売却していくと公表いたしました。 

それを受けて、昨年 8 月の決算公表時には、狭山日高の 40%持分と厚木(底地)との入替を公表し、

2026 年より着実に実行に移しております。 

5 ページ、右下の棒グラフがお示しの通り、2025 年 1 月末時点の取得価格総額の 10%に相当する

金額は、約 158 億円でありましたところ、狭山日高を完全売却いたしますと 176 億円となります

ことから、昨年 2 月に公表した資産規模の 5～10%の売却を超える水準を実現することとなりま

す。 
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仮に 60%持分の売却が確実なものとなりました暁には、一部の持分を 2026 年 12 月期や 2027 年 6

月期に前倒しで分割売却することも検討してまいります。 

 

6 ページをご覧ください。 

左側の棒グラフにおきまして、狭山日高 40%持分の帳簿価額に相当する 67 億円と、分割売却を実

施する 3 期において、減価償却費見合いで積み上がる手元資金約 13 億円の合計 80 億円をお示し

しています。 

この手元資金 80 億円をどのように支弁するのか。26 年 6 月期におきましては、厚木(底地)の 50%

持分と自己投資口取得に充当いたしました。進行している 26 年 12 月期におきましては、厚木

50%持分の 2 度目の取得に充当しております。 

来期 2027 年 6 月期におきまして、狭山日高 40%持分の 3 度目の分割売却を実行いたしますが、こ

ちらの見合いでの 21 億円の資金使途はまだ確定しておりません。 

6 ページ左上に記載の棒グラフの通り、狭山日高 60%持分の帳簿価額に相当する 99 億円と合算

し、合計 120 億円は、投資口価格や LTV の水準等を踏まえ、自己投資口の取得、借入金の返済、

あるいはより収益性の高い物件の取得といった活用をこれから検討してまいります。 



 
 

 

 

 

 
9 

 

 

7 ページをご覧ください。 

本投資法人は、かねてより公表しておりました通り、資産・負債、両サイドのデュレーションをで

きるだけ合致させ、インフレ、デフレ双方に対応できるよう取り組んでまいります。 

かつて物流不動産の賃貸借契約は、長期固定賃料が是とされていました。デフレ下におきましては

その施策はプラスに働きましたが、インフレ下においては固定賃料ではインフレにキャッチアップ

することができません。今後、インフレ、デフレ双方に対応できるよう、ALM コントロールを継

続してまいります。 
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8 ページをご覧ください。 

上段の棒グラフは、各決算期において、賃貸借契約が期限到来を迎える面積をお示ししています。

直前期である 2026 年 6 月期におきましては、3 本の賃貸借契約が期限到来を迎えました。最も上

にあるグレーでハイライトされた区画につきましては、6 月末に期限到来を迎え、テナントの退去

に伴い 7 月から空室となっております。 

2 番目の契約は、濃いブルーでハイライトしてあります通り、賃料増額を伴う形で新賃貸借契約に

移行済みでございます。3 本目の契約は、水色でハイライトされている通り、賃料は同額で新賃貸

借契約に移行しましたが、テナントの要請に基づき、専有部分に投資法人負担で空調設備を追加設

置し、その見合いで追加賃料を収受することで、収益性の向上につなげています。 

このような戦略的資本的支出については、テナントリレーションの強化にもつながりますことか

ら、積極的に応じていく方針です。 

2026 年 12 月期においては、2 本の賃貸借契約が期限到来を迎えますが、いずれも賃料増額を伴う

形で新契約を締結済みです。2027 年 6 月期におきましても、2 本の賃貸借契約が期限到来を迎え

ますが、そのうち 1 本については、既に賃料増額を伴う形で契約を締結済みです。 
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残る 1 本、青色でハイライトしている部分に関しましては、現在、既存のテナントが施設を継続利

用するという前提で賃料増額の交渉を進めております。 

 

続きまして、9 ページでございます。 

本投資法人はかつて、CPI 連動条項の導入についてはやや消極的なスタンスで臨んでおりました

が、2022 年以降、日本においてインフレーションが根強く定着していることを受けて、その方針

を変えております。 

現在は、3 年以内の賃貸借契約に関しましては、CPI 連動条項の導入を要求しつつも、テナントと

条件交渉を柔軟に行っております。一方、テナントの要請に基づき、3 年超の長い賃貸借契約に関

しましては、CPI 連動条項を原則として条件交渉を進めております。 

ページ右側のグラフにおけるプロットは、本投資法人が締結した賃貸借契約をお示ししており、縦

軸は各契約の契約年限、横軸は各契約がいつスタートしたかをお示ししています。 

ご覧いただきます通り、2022 年以降、本投資法人が締結した賃貸借契約は 2 本を除き、おおむね

5 年以内に収まっており、従前と比べて短縮化が進んでおります。 
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また、10 年、20 年契約という長期の 2 本の契約に関しましても、CPI 連動条項を導入すること

で、インフレにキャッチアップできる手当を済ませております。以前と比較しまして、賃料増額の

機会が増えているとご報告申し上げます。 

 

続きまして、10 ページでございます。 

同一物件ベースの賃貸事業収益・NOI は増加傾向にありますが、先ほど言及いたしました通り、

2026 年 6 月期におきましては、1 月から空室が 1 区画発生をしたこと、さらに、今期 26 年 12 月

期におきましても、7 月からもう 1 区画の空室が発生したことを受けて、同一物件レベルでの NOI

は 2025 年 12 月期から 2 期連続して減少する見込みとなっています。 

年内にこの空室 2 区画の埋め戻しを確実に実行し、2027 年 6 月期におきましては、再度 NOI の増

加傾向を取り戻したいと考えています。 
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11 ページをご覧ください。 

一般に物流不動産の賃貸収入に占める経費率は、おおむね 16～18%程度と、他のアセットクラス

に比べて低い傾向がございます。本投資法人が保有する物件の平均の経費率も 16.9%とおおむね標

準の範囲に収まっております。 

また、右側の折れ線グラフがお示しの通り、各費用項目が極めて安定的に推移することも特徴の一

つと言えます。適切なコストコントロールを実施することは当然のこととして、賃料を引き上げる

ことで収益力の向上が素直に実現する物件の特性を生かし、今後におきましても、賃料の増額交渉

に取り組んでまいります。 
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12 ページより、財務運営についてご説明を申し上げます。 

左上の信用格付に関しましては、6 月 9 日に公表しております通り、JCR より受けている格付が

AA-に向上が図られました。信用格付の向上を受け、今後、調達条件の改善に向けて、働きかけを

行ってまいります。 

ページ下段の LTV の運営につきましては、前回 2 月における決算公表時に、従前は総資産 LTV の

みを参照指標として用いておりましたが、追加して鑑定 LTV も参照指標として用いる旨を公表い

たしました。 

従前は総資産 LTV を 43～45%の範囲内で運用するとしておりましたが、新たな指標として、総資

産 LTV を上限 50%、鑑定 LTV を上限 42～43%とし、適切なタイミング、適切なボリュームでレ

バレッジを活用し、継続的な DPU 成長をつくり込んでいきたいと考えています。 
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13 ページでございます。 

本投資法人が保有する施設は、以前は長期固定賃料の賃貸借契約が中心でありました。賃料収入

は、固定収入が大半であることを反映し、支払項目である支払利息に関しましても、固定利率が望

ましいという前提に立ち、借り入れにつきましては、長期固定金利による調達を中心に進めてまい

りました。 

しかしながら、近年、賃貸借契約の短縮化、また、CPI 連動やレントエスカレーションの導入によ

り、収入が変動するということも踏まえ、一部の支払利息につきましては、変動金利によるものも

ありではないかと考えています。 

また、足元、5 年のスワップレートと 3 カ月 TIBOR の差異、いわゆる長短金利のギャップが非常

に拡大しておりますので、変動金利は政策金利の引き上げの影響を受けるという前提に立ちながら

も、5 年間の支払総額は変動金利のほうが安く済むという分析もあり得ます。 

こうしたことを踏まえ、日銀による政策金利の変動に伴う業績のぶれは起こるということを認識し

つつも、固定金利の調達をベースとして、一部変動金利の活用もしつつ、負債コストの抑制に努め

てまいります。 
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なお、ページ右側に記載の通り、昨日公表した業績予想における基準金利の前提は、12 月に政策

金利の 25 ベーシスの引き上げがあるという前提に立って組み立てております。一部観測では、直

近において、9 月や 10 月において政策金利の引き上げがあるのではないかということも言われて

はおりますが、現状、私どもの業績予想のベースはこのようになっております。 

 

続きまして、14 ページ、分配金実績の差異分析についてご説明を申し上げます。 

上段は、2026 年 6 月期と 2025 年 12 月期の実績の比較でございます。たまたまではございます

が、両期とも 3,883 円で着地をさせております。 

賃貸事業損益における主な要因につきまして、まず一つ目の稼働の減少でございますが、ロジスク

エア狭山日高におきまして、1 月より空室が発生したことに伴う下振れとなっています。 

2 つ目の物件の取得による増加は、厚木(底地)50%持分の 1 度目の取得によるものです。3 つ目の

賃料増額による上振れ効果、これは翌ページでも何度か出てくるフレーズですが、本投資法人は常

に賃貸借契約期限を捉え、賃料増額交渉を進めておりますので、基本的にはこの賃料増額による上

振れ要因が常に発生をしております。 
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下段は業績予想との対比でございます。結果として 40 円の上振れで着地をさせることができまし

た。賃貸事業損益における 1 つ目の稼働の減少でございますが、1 月から発生した空室は 4 月まで

続くという前提で、5 月、6 月は稼働をするという前提で業績予想を立てておりましたが、大変残

念なことに、5 月、6 月も空室が続いてしまいましたので、予算対比では下振れとなりました。 

かかる空室についての新規テナントの誘致に係る仲介手数料の支払いも織り込んでおりましたが、

残念ながらその支払いの機会に恵まれませんでしたので、費用の不発生ということで上振れ要因に

なっています。 

一般管理費に関しまして予備費の未使用とございます。2026 年 6 月期の業績予想を初めて公表し

たのは昨年の 8 月となります。 

本年 2 月、改めてこの 6 月期の業績予想を出すにあたり、数十円程度の上振れが見込まれておりま

したが、業績予想をわざわざ変更するほどのインパクトではないと判断し、予備費を積み立てるこ

とで、3,843 円の業績予想を維持いたしました。結果、余分に積んだ予備費は未使用に終わりまし

たので、上振れ効果を生み出しております。 

最後に、上下の滝グラフの一番右側に記載があります通り、本年 2 月に公表した第 4 回自己投資口

取得、その後の消却の効果により、約 20 円の上振れが生じております。 
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15 ページをご覧ください。 

予想分配金に関しましては、2026 年 6 月期の 3,883 円に対しまして、いずれも 3,700 円台と物足

りない数字になっております。 

先ほど 5 ページにおきまして、ロジスクエア狭山日高の 60%持分の売却活動に着手したとご説明

をいたしました。その際、60%持分の売却が確定した暁には、一部持分を 26 年 12 月期や 27 年 6

月期に前倒し売却をすることで、この業績予想のかさ上げを図ってまいりたいと考えています。 

26 年 12 月期の予想と 26 年 6 月期の実績の対比でございますが、賃貸事業損益の主な要因の 1 つ

目、売却による減少は狭山日高の分割売却 1 回目の売却に伴う収益の剥落です。2 つ目の稼働の減

少は、本年 7 月 1 日より 2 区画目が空室になったことに伴う下振れ効果になっています。3 つ目の

物件取得による増加は、厚木(底地)の 50%持分の 2 度目の取得に伴うものです。 

賃料増額については先ほど申し上げました通り、常に賃貸期限を迎えて、賃料引き上げ交渉を行っ

ておりますので、上振れ効果を生み出しております。 

27 年 6 月期の業績予想と、26 年 12 月期との比較でございますが、賃貸事業損益の主な要因 1 つ

目、売却による減少は、狭山日高の 2 度目の分割売却に伴う収益の剥落です。2 つ目の稼働の増加
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につきましては、現在 2 区画の空室を年内には埋め戻し、その分増加に伴う上振れ効果を見込んで

おります。 

以上で、予想分配金についてのご説明を終えさせていただきます。 

 

続きまして、20 ページより第 3 章、市場環境におきまして、ポイントのみ簡潔にご報告をしたい

と思います。 

25 ページが、日本最大のマーケットである首都圏における直近の状況をお示ししております。 

まず需要でございますが、堅調に推移をしております。ページ左上の「現状」とある第 2 段落の下

2 行でございますが、「総需要は前クォーターから減少したものの、20 万坪を超える 21.6 万坪と

堅調である」と記載がございます。 

私ども現場の感覚では、首都圏において年間 80 万坪の総需要は堅調な数字と位置付けておりま

す。すなわち、四半期で 20 万坪を超える数字は堅調な証左と受け止めています。今年に入り、第

1 クォーターは約 27 万坪、第 2 クォーターは記載の通り 21.6 万坪と、2 クォーター合わせて 50

万坪弱の需要を確認しており、需要は引き続き堅調に推移していると考えております。 



 
 

 

 

 

 
20 

 

右下の棒グラフは、需要と供給のバランスをクォーターごとに展開したものです。2025 年第 2 ク

ォーター以降、5 四半期連続で総需要が総供給を上回り、よって空室率も 5 四半期連続で低下をし

ております。 

直近の空室率のピークは 2025 年 3 月末における 10.5%であり、この 5 四半期を経て、約 2%空室

率が下がっております。 

 

では、今後の見通しはどうか。22 ページにお戻りください。 

左側の棒グラフが首都圏における需給をお示ししています。薄いグレーで表している棒グラフが今

後の新規供給の見通しですが、今年 2026 年においては 63 万坪程度を見込んでおり、来年 27 年は

37 万坪を見込んでいます。 

過去におきましては、2023 年に総供給 140 万坪を確認しておりますので、それらとの対比で申し

上げますと、来年は供給が極めて限定的になる年と位置付けております。 

一方、需要に関しましては、2022 年、23 年に調査開始以来初めて 100 万坪を超過し、24 年、25

年も 80 万坪を超える需要を確認しており、この 4 年間は極めて堅調に需要が推移しておりまし

た。 
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先ほど申し上げました通り、26 年におきましても、第 1、第 2 クォーターで 50 万坪弱の総需要を

確認しておりますので、引き続き需要は堅調に推移していくものと見込み、来年にかけて需給はタ

イトとなり、空室率の一段の低下と市場賃料のさらなる加速が見込まれております。 

以上、簡単ではございますが、市場環境についてご説明を差し上げ、私からのご説明を終了させて

いただきたいと思います。 

ここで新社長である岡武志のご紹介と、岡からのご挨拶を申し上げたいと思います。 

岡：昨日、本資産運用会社の代表取締役社長に就任いたしました岡武志と申します。今後ともよろ

しくお願いいたします。 

私、本投資法人の設立から伊藤とともに投資法人、REIT の成長というところの経営に関わってき

ておりまして、そういった意味で言いますと、伊藤がここまで持ってきた投資主の価値最大化とい

うところの方向性はぶれずに維持しながら、足元のインフレ、金利高といった環境の中で、どんど

ん新しい施策を打ち出して、ポートフォリオの価値の向上を目指してまいりたいと思っておりま

す。 

今、伊藤からの説明がありました通り、本投資法人はやるべきことがたくさんあると思っています

ので、投資主の皆様とコミュニケーションを図りながら、REIT のレジリエンスをしっかりと高め

ながら運営をしてまいりたいと思っております。引き続き、ご支援のほどよろしくお願いいたしま

す。 
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質疑応答 

 

司会 [M]：それでは、これより質疑応答に入ります。ご質問のある方はいらっしゃいますでしょう

か。インターネットよりご参加の方は挙手のボタンを押してお知らせください。お電話でご参加の

方はアスタリスクと 9 を押してお知らせください。 

みずほ証券の大畠様、挙手をいただきましてありがとうございます。ミュートを解除してご発言を

お願いいたします。 

大畠 [M]：みずほ証券の大畠です。 

岡 [M]：よろしくお願いします。 

大畠 [Q]：3 点よろしくお願いします。1 点目が、運用会社の役員の異動があったということです

けども、この背景と今後の運用方針の変化についてコメントをいただければと思います。 

2 点目がリーシングに関してですけれども、狭山日高のリーシングが遅れている理由と、7 月から

生じた空室については 9 月までの空室想定ですけれども、こちらは埋め戻しの確度に関しては高い

のかどうか。この点に関して 2 点目よろしくお願いします。 

3 点目がリファイナンスについてですけれども、27 年の 6 月期は固定金利比率が約 75%で維持さ

れるという見通しですけども、変動金利の活用をさらに進めることは考えてらっしゃらないのかど

うか。この点に関して 3 点目、よろしくお願いします。 

岡 [A]：ありがとうございます。3 点ご質問いただきまして、一つは役員の異動と今後の運用方針

について。二つ目がリーシングの状況、三つ目が今後のリファイナンスにおいての変動金利の活用

の方針と、この 3 点承りました。 

役員の異動につきましては、伊藤が設立から 10 年間、本投資法人の執行役員と本資産運用会社の

社長を務めてまいりましたが、今後の本投資法人と REIT の発展と継続性という観点から今回のタ

イミングで異動をして、伊藤は取締役会長として引き続き本投資法人の経営には関与してまいりま

す。継続性も維持しつつ、今後のさらなる発展を図るというところが今回の目的でございます。 

したがいまして、運用方針につきましても先ほど申し上げました通り、私、上場来、伊藤とともに

本 REIT の運用に携わってまいりましたので、方針は変えずに投資主価値の最大化というところを

ぶれずに目指してまいりたいと思っております。 
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二つ目のリーシングにつきましては、ご心配をおかけしております狭山日高につきましては、引き

合いもいくつか、今、3～5 件ぐらい具体的な引き合いもありまして、申し込みももうそろそろ出

そうだというところまで来ておりますので、近々良いご報告ができるところまでは来ているのかな

というところです。 

予算上は先ほど申し上げました通り、年内空室で見込んでいるところですけれども、そこは上積み

ができるようにというところで、最大限努力をしてまいりたいと思っております。 

もう一つ、9 月まで空室を見ている物件につきましては、大阪の物件ですけれども、大阪につきま

しては首都圏に比べまして需給はタイトな状況でございまして、こちらについても引き合いはしっ

かりありますので、ここをどちらかというとスピードを重視で埋めることを重視して、きちんと来

た引き合いを処理してまいりたいと思っております。 

三つ目のリファイナンスでございますけども、ご指摘の通り、現在固定比率が 75%ぐらいで推移

をしておりますが、今後のリファイナンスにつきましても、固定化の比率につきましては 70%台

を意識しながら、固定と一部変動も活用しながら、負債コストのコントロールをしてまいりたいと

思っております。以上 3 点、お答えいたしました。 

司会 [M]：大畠様、ご質問いただきましてありがとうございました。他にご質問のある方いらっし

ゃいますでしょうか。 

それではご質問全てお受けしたようですので、本日の説明会を終了とさせていただきます。本日は

ご参加いただきまして、誠にありがとうございました。 

伊藤 [M]：ありがとうございました。 

岡 [M]：ありがとうございました。 

司会 [M]：それでは失礼いたします。 

［了］ 

______________ 

脚注 

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 

  



 
 

 

 

 

 
24 

 

免責事項 

本資料で提供されるコンテンツの信憑性、正確性、完全性、最新性、網羅性、適時性等について、

株式会社 JPX 総研（以下、「当社」という）は一切の瑕疵担保責任及び保証責任を負いません。 

 

本資料または当社及びデータソース先の商標、商号は、当社との個別の書面契約なしでは、いかな

る投資商品（価格、リターン、パフォーマンスが、本サービスに基づいている、または連動してい

る投資商品、例えば金融派生商品、仕組商品、投資信託、投資資産等）の情報配信・取引・販売促

進・広告宣伝に関連して使用をしてはなりません。 

 

本資料を通じて利用者に提供された情報は、投資に関するアドバイスまたは証券売買の勧誘を目的

としておりません。本資料を利用した利用者による一切の行為は、すべて利用者の責任で行ってい

ただきます。かかる利用及び行為の結果についても、利用者が責任を負うものとします。 

 

本資料に関連して利用者が被った損害、損失、費用、並びに、本資料の提供の中断、停止、利用不

能、変更及び当社による利用者の情報の削除、利用者の登録の取消し等に関連して利用者が被った

損害、損失、費用につき、当社及びデータソース先は賠償又は補償する責任を一切負わないものと

します。なお、本項における「損害、損失、費用」には、直接的損害及び通常損害のみならず、逸

失利益、事業機会の喪失、データの喪失、事業の中断、その他間接的、特別的、派生的若しくは付

随的損害の全てを意味します。 

 

本資料に含まれる全ての著作権等の知的財産権は、特に明示された場合を除いて、当社に帰属しま

す。また、本資料において特に明示された場合を除いて、事前の同意なく、これら著作物等の全部

又は一部について、複製、送信、表示、実施、配布（有料・無料を問いません）、ライセンスの付

与、変更、事後の使用を目的としての保存、その他の使用をすることはできません。 

 

本資料のコンテンツは、当社によって編集されている可能性があります。 


